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宮津地区における道の駅再整備官民連携基盤整備推進調査業務委託仕様書 

 

１ 業務名 

  宮津地区における道の駅再整備官民連携基盤整備推進調査業務 

２ 目的 

 宮津地区は、上天草物産館さんぱーる（物産館、道の駅）、スパ・タラソ天草（温

泉センター）、天草四郎ミュージアム（資料館）、本と歴史の交流館イコット（図書

館）、大矢野総合スポーツ公園（スポーツ施設）等の公共施設（以下「周辺施設」と

いう。）が集積し、上天草市内はもとより市外からの利用者が多く集う地域である。 

上天草市第２次総合計画では、宮津地区を集客力のある観光の拠点化を目指し、

観光地としての魅力を高めることとしており、持続可能なまちづくりのイメージを

市民と共有しながら、まちづくりを推進していく将来ビジョンとして令和３年３月

に宮津地区将来構想（以下「将来構想」という。）を策定した。 

令和３年度には、関係課からなる庁内作業部会において、「道の駅上天草さんぱー

る（上天草物産館さんぱーる（平成２７年４月道の駅登録））を核とした宮津地区の

まちづくり」を拠点となる施設の整備方針と定めた。また、令和４年度には、宮津

地区将来構想に関するサウンディング型市場調査を実施し、民間事業者と宮津地区

の持続可能なまちづくりの可能性について、対話を行った。 

さらに令和５年度には、これまで検討してきたことを踏まえ、宮津地区における

観光の目的地としての魅力を高めていくとともに、市民の交流を促し、宮津地区の

まちづくりの核となる宮津地区拠点施設（道の駅）（以下「拠点施設」という。）の

整備に向けた宮津地区拠点施設整備基本計画（以下「基本計画」という。）を策定し

た。 

本業務では、基本計画を踏まえ、拠点施設の整備並びに当該拠点施設と民間投資

による施設及び周辺施設との工夫した連携を図るに当たって、民間のアイデアや資

金調達能力を活かした整備を行うため、拠点施設の需要調査、概略設計、概算事業

費、事業手法等について調査する。 

 

３ 委託期間 

契約締結日の翌日から令和７年３月１４日（金）まで 

 

４ 整備計画地等 

（１） 整備計画地 

    上天草物産館さんぱーる（平成２７年４月道の駅登録）、大矢野老人福祉セ

ンター、宮津海遊公園が立地する一体の土地（約 39,500 ㎡） 

 

（２） 整備計画地内にある主な公共施設の概要 
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上天草物産館 

さんぱーる 

大矢野 

老人福祉センター 

宮津海遊公園 

（トイレ） 

天草四郎 

観光協会事務所 

設置年度 
本館：平成12年度 

新館：平成18年度 
昭和58年度 

平成15年度 

（平成15年度） 
平成18年度 

構造 
本館：鉄骨造 

新館：木造平屋建 

鉄筋コンクリート 

２階建 

— 

（鉄筋コンクリート） 
木造平屋 

延床面積  1,505㎡ 1,222.51㎡ 
— 

（111㎡） 
82.77㎡ 

敷地面積 24,747㎡ 4,337.78㎡ 8,837㎡ 661㎡ 

  

５ 業務内容 

（１） 拠点施設の再整備に係る基礎調査、概略設計 

① 前提条件の整理 

ア 整備計画地及び整備計画地周辺施設の概況把握 

   上天草市企画政策部企画政策課（以下「主管課」という。）から提供する

宮津地区にある公共施設の利用人数等の資料をもとに、整備計画地の周辺施

設の概況を整理し、精査すること。 

また、上記の調査結果を基に、需要調査を行うこと。 

イ 整備対象施設の運営状況の精査 

   基本計画に整理しているもののほか、本調査で必要になる記「４（２）」

に掲げる整備対象施設に関する運営状況（維持管理費等を含む）を精査する

こと。 

ウ 整備対象施設の関係者との協議 

   整備対象施設の関係者に対して、拠点施設に求めるもの、また、拠点施設

の整備に係る施設の移転等の方法を整理して、これを示し、ヒアリング等を

実施して、主管課等とともに協議を行うこと。 

② エリアマネジメントの推進に向けた検討 

   ア 周辺施設の関係者との協議 

     周辺施設の関係者に対し、エリアマネジメントに関するヒアリングを行い

当該関係者の意向を整理すること。 

   イ 先進技術を活用した全国の事例調査 

拠点施設周辺の周遊を促し、周辺施設との相互利用を促進させるための先

進技術を活用した全国の事例調査及び拠点施設等への導入可能性を検討す

ること。 

  ③ 周辺施設との相互利用促進に向けた導入機能の検討及び概略設計 

    周辺施設との相互利用促進に向けた導入機能を検討し、それを踏まえた拠点
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施設の概略設計を行うこと。 

（２） 拠点施設の再整備・管理・運営に係るPPP/PFI導入可能性の検討 

① 事業スキームの検討 

  従来手法又はDBO方式、PFI方式、リース方式など（以下「PPP/PFI事業」

という。）、事業スキームを抽出し整理すること。 

  なお、事業スキームについては、総事業費を試算し、これを鑑みて、事業の

範囲、事業手法、事業期間、資金調達・収支見込、採算性及び市の負担額の観

点を含めて整理すること。 

  なお、総事業費の試算とは別に公共施設を解体する場合に補助金等の返還が

発生しないか整備計画地の公共施設の担当課に確認し、これを整理すること。 

② 民間事業者への意向調査 

    民間事業者の拠点施設整備事業への参画の可能性を把握するために、適切

な方法で市場調査を実施すること。 

    また、基本計画における関連事業用地に係る民間事業者による施設整備に

ついても意向調査を行うこと。 

    なお、調査を実施する前に調査の実施方法等について主管課の承諾を得るこ

と。 

③ PPP/PFI導入可能性の評価 

   ア 最適な事業スキームの検討 

     記「５（１）～（２）②」の結果をもとに、周辺施設との連携を含めた拠

点施設整備に係る最適な事業スキームをＶＦＭ（※）も整理し、理由を付して

提案すること。 
     ※ Value For Moneyの略。支払いに対する価値の高いサービスの供給を比較するもの。 

イ リスク分担案の検討 

   拠点施設整備後の運営等において、上天草市や参画する民間事業者など、

あらゆる場面において想定されるリスクを抽出して分析し、リスク分担案を

整理すること。 

ウ スケジュールの検討 

   従来手法及びPPP/PFI事業における事業実施スケジュールを作成するこ

と。 

エ 総合評価 

   記「５（２）①～③ウ」のことを踏まえ、拠点施設整備事業に対すPPP/PFI

事業の適用可能性を総合的に評価・比較すること。 

（３） 基本計画への反映 

    記「５（１）～（２）」の内容を踏まえ、主管課と協議を行い、必要に応じ

て基本計画に反映させること。また、基本計画に反映させる場合、パブリック・

コメントを実施する際には、その支援を行うこと。 
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（４） 宮津地区開発調査検討委員会の運営支援 

    本業務においては、基本計画策定時に設置した宮津地区開発調査検討委員会

（以下「委員会」という。）を活用し、民間からの意見を踏まえながら整理する

こととしていることから、当該委員会の運営事務補助を行うこと。 

  ア 会議資料の作成 

  （ア） 主管課から交付される資料（原稿）を必要部数印刷し、会議の開催前ま

でに会議会場にセットすること。併せて、電子データの資料も準備するこ

と。 

  （イ） 主管課からの指示により、議事に必要な資料を収集・分析し、資料とし

て必要部数を印刷し、会議の開催前までに会議会場にセットすること。併

せて、電子データの資料も準備すること。 

  （ウ） その他必要な資料については、主管課の指示により、会議の開催前まで

に会議会場にセットすること。併せて、電子データの資料も準備すること。 

  イ 会議への出席及び助言 

    会議への出席を行うこと。なお、会議の席上、委員会の委員からの意見等に

対し事務局への助言等を行うこと。 

  ウ 議事録の作成 

    会議開催日の翌日から起算して、10 日以内（10 日目が閉庁日に当たる場合

は翌開庁日）に、会合名（開催回数を含む。）、開催場所、開催日時及び構成員

等の発言内容を記録した議事録を作成し、主管課に提出すること。 

なお、議事録及び議事要旨の主管課への提出に当たっては、Microsoft Word

により作成したファイルを提出すること。 

（５） 報告書作成 

上記業務内容についてとりまとめ、報告書を作成する。 

（６） 打合せ協議 

    受託者は打ち合わせ協議を少なくとも着手時、中間時（４回）、成果品納入時

の６回は実施すること。 

 

６ 納入成果物 

（１） 提出期限 

    令和７年３月７日（金） 

（２） 成果物 

   ア 宮津地区における道の駅再整備官民連携基盤整備推進調査業務報告書 

 A４ 

   イ 反映した基本計画書 A４ 

   ウ 宮津地区における道の駅再整備官民連携基盤整備推進調査業務報告書 

（概要版） A４ 
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   エ 調査の過程で収集した資料等 

（３） 上記委託業務における電子データ（ＣＤ－Ｒ）一式と紙ベース２部 

７ 検査 

  完了検査は、記「６（２）」の成果物により実施する。 

 

８ 知的財産権等 

（１） 本業務履行過程で生じた納入成果物に関し、著作権法第２７条及び第２８条

に定める権利を含むすべての著作権は本市に帰属し、本市が独占的に使用する

ものとする。 

（２） 受託者は、本契約に関して本市が開示した情報等及び契約履行過程で生じた

納入成果物に関する情報を本契約の目的以外に使用又は第三者に開示若しく

は漏洩してはならないものとし、そのために必要な措置を講じること。 

（３） 納入される成果物に第三者が権利を有する著作物（以下「既存著作物」とい

う。）が含まれている場合は、主管課が特に指示した場合を除き、当該著作物の

使用に必要な費用の負担及び使用承諾契約に係る一切の手続を行うこと。 

（４） 受託者は、業務の履行に当たり、本業務の全部を一括して第三者に委ねる（以

下「再委託する」という。）ことはできないものとする。ただし、本契約の適正

な履行を確保するために必要な範囲において、本業務の一部を再委託する場合

は、受託者はあらかじめ当該第三者の住所、氏名、再委託する業務の範囲、そ

の必要性及び契約金額について記載した書面を主管課に提出し、承認を受けな

ければならないこととする。 

（５） 本契約に基づく作業に関し、第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛争等

が生じた場合は、当該紛争の要因が専ら本市の責めに帰する場合を除き、受託

者の責任、負担において一切を処理すること。この場合、本市は係る紛争等の

事実を知ったときは、受託者に通知し、必要な範囲で訴訟上の防衛を受託者に

委ねる等の協力措置を講じるものとする。 

（６） 業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために必

要を生じた経費は受託者が負担する。 

 

９ その他 

（１） 本仕様書に記載されていない事項で、業務の目的を達成するために必要な取

組については、主管課及び受託者が協議し実施すること。 

（２） 業務を適正かつ円滑に実施するため、主管課と受託者は常に密接な連絡を取

り、疑義が生じた場合は、主管課及び受託者が協議し解決する。 

（３） 記「５」を勘案した業務スケジュール（工程表）は、契約を締結した日の翌

日から起算して、１４日以内に作成し提出することとし、併せて、事業概要（事

業内容及び担当者等がわかるもの。）、実施体制台帳（関係団体の役割及び連絡
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体制がわかるもの。）及びその他業務に関して必要と認める書類を提出するこ

と。 

 


